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◆防災・安全・復興に関する国際シンポジウム(参加者数) 

 

日時 時間 場所   
参加 

人数 

13 時～ 

17 時 
ニューオオタニ長岡 

・基調講演 

・パネルディスカッション１ 

・パネルディスカッション２ 

350 

10 月 16 日 金曜日 

18 時～ 

19 時 30 分 
ニューオオタニ長岡 バンケット 120 

9 時 40 分～ 

16 時 20 分 
ハイブ長岡 

・基調講演 

・セッション１ 

・セッション２ 

・セッション３ 

180 

9 時～ 

17 時 
長岡技術科学大学 

・日本災害復興学会長岡大会 

・分科会 1 

・分科会 2 

・分科会 3 

・分科会 4 

・分科会 5 

・分科会 6 

・円卓会議 

200 

10 月 17 日 土曜日 

18 時～ 

19 時 30 分 
長岡技術科学大学 交流会 250 

8 時 10 分～ 

15 時 
中越地震被災地（山古志） エクスカーション 60 

10 月 18 日 日曜日 
8 時 10 分～ 

15 時 
中越沖地震被災地（柏崎） エクスカーション 21 

合計(延べ)         1181 
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◆平成 21 年 10 月 16 日（金） 

ホテルニューオータニ長岡 NC ホール 

プログラム 出演者等 

開会・主催者挨拶 挨拶 伊藤 滋 （（社）中越防災安全推進機構理事長、東京大学名誉教授） 

共催挨拶 挨拶 仙石 正和 （新潟大学災害復興科学センター長） 

特別協力 挨拶 高橋 道映 （（株）新潟日報社代表取締役社長） 

基調講演 テーマ 『災害が問う地方の持続可能性』 

  講師 伊藤 滋 （（社）中越防災安全推進機構理事長、東京大学名誉教授） 

テーマ 『被災を契機とした持続可能な地域づくり』 

パネリスト 顧 林生  （清華大学都市計画設計研究院 公共安全研究所長） 

  陳 亮全  （台湾大学建築與城郷研究所教授） 

  小林 郁雄 （阪神大震災復興市民まちづくり支援ネットワーク 世話人） 

  稲垣 文彦 （中越復興市民会議代表） 

  森 民夫   （長岡市長） 

パネルディスカッシ

ョン１ 

コーディネ

ーター 
室﨑 益輝 （関西学院大学教授、日本災害復興学会会長） 

テーマ 『その時どう決断したか～災害時の危機管理を考える～』 

パネリスト 
ローリー・ジョンソン （プランナー・ニューオーリンズ復興総合計画 UNOP

担当者） 

  
ムハマド・ディルハムシャ （シャクワラ大学津波・災害軽減研究センター

長） 

  河田 惠昭 （関西大学環境都市工学部教授） 

  山﨑 登   （ＮＨＫ解説副委員長） 

  泉田 裕彦 （新潟県知事） 

パネルディスカッシ

ョン２ 

コーディネ

ーター 
平井 邦彦 （長岡造形大学教授） 

閉会挨拶 挨拶 室﨑 益輝 （関西学院大学教授、日本災害復興学会会長） 

文責：(社)中越防災安全推進機構 事務局 山口 
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【基調講演】 

 「災害が問う地方の持続可能性」  

伊藤 滋（（社）中越防災安全推進機構理事長、東

京大学名誉教授） 

 我が国の自然災害の多くは都市部ではなく、国

土の 70％を占める中山間地域で発生している。近

年、中山間地域では過疎高齢化が進行しており、

自然災害が衰退を加速させ、集落の消滅や国土の

荒廃をもたらす危険性が指摘されてきた。2004 年

10 月 23 日に発生した新潟県中越地震は、まさに

中山間地域が一気に衰退・消滅する危機をはらむ

災害だった。 

被災から４ヵ月後の２月には、「持続可能性」

と「防災・安全」をキーワードとする「新潟県中

越大震災復興ビジョン」が策定され、各市町村が

復興計画を作成するための指針が示された。また

3000 億円規模の「新潟県中越大震災復興基金」が

設けられ、年間 60 億円、10 年間で 600 億円が、

生活支援や復興支援に充てられることになった。

こうした取り組みが迅速に行われたことで、被災

した中山間地を再生・発展させるという強いメッ

セージが発信され、被災地が自ら復興を進めるた

めの活発な動きを生み出す両輪となった。 

地震から 5年を経て、中越地方の中山間地（被

災地）は持続可能だと、まだ断言することはでき

ない。若者の定住拡大や地域ビジネスの確立など、

持続可能な地域づくりへの課題は多い。また復興

活動を支えてきた復興基金の期限もあと５年に

迫ってきている。 

一方で国土保全や環境における中山間地の役

割への理解向上、農林業への注目や二地域居住な

ど、社会変化による追い風も生まれている。中越

地域が今後どう持続可能な地域づくりを実現し

ていくか。それは災害復興を超えて、世界共通の

課題ともいえる、地方の持続可能性の獲得や中山

間地の再生・新生のモデルになるものだ。 

中越地域の復興は国内だけでなく、海外からの

幅広い支援に支えられてきた。特に阪神・淡路（神

戸）と集集（台湾）の被災地との交流から多くの

ことを学び、また復興に関する「コミュニティ」

「中間支援組織」「地域資源」「独自財源（基金）」

という４つのキーワードを見いだした。そのキー

ワードは国内や四川（中国）などの被災地に発信

され、「神戸‐集集‐中越‐汶川」という国際的

な被災地ネットワークの形成という成果を生み

出した。 

ＩＴ社会の進展で防災関連情報の共有化も進

んでいる。21 世紀が国際的な被災地連携の世紀と

なることは確実だ。中越地域には、防災安全の

「知」と「地」のネットワークを担う拠点として、

また地方の持続可能性を追求する活動拠点とし

て、世界から大きな期待が寄せられている。そう

した期待に応えるためにも、「震災メモリアル・

アーカイブス構想」や、持続可能な復興の地域づ

くりへの取り組みを着実に進めていく必要があ

る。 
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【パネルディスカッション１】 

 「被災を契機とした持続可能な地域づくり」 

 

●復興は「革命」。勇気を持って既存の仕組みの

見直しを 

顧 林生（北京精華都市計画設計研究院公共安

全研究所長） 

 中国では被災地を復旧するよりも、新しい場所に

移動して新生活を始める方が合理的とされてきた。

しかし四川地震では、被災者は元の場所に戻って復

興に取り組んでいる。この選択の背景には、中国の

国力が向上したことに加え、日本や台湾の復興を学

び、被災者自身による自力復興や地域（民族）文化

を継承することの重要性が理解されたことがある。 

 復興は「革命」だ。既存の不合理な制度や因習を

見直すチャンスであり、大胆とも思える挑戦にも勇

気を持って取り組むことが必要だ。また神戸から集

集、中越、四川への連携を軸に、持続可能な東アジ

アの復興モデルの形成に取り組むことを提案した

い。 

 
 

 

●復興の主役は住民。住民の行動を促すサポー

トが重要 

陳 亮全（台湾大学教授） 

台湾中部の中山間地を震源地として 1999 年９月

に発生した集集地震は、過疎高齢化が進行する農山

村が被災した点で中越地震と似通った災害だ。政府

に頼るのではなく、自力での復興が求められる中で、

民間の力を集めた「基金会」と、専門家や大学の研

究室を中心とする「中間支援組織」が大きな力を発

揮した。また神戸に学んだ「住民主体のまちづくり」

の考え方や手法（社区営造運動）も有効だった。 

復興の主役は住民だ。自分たちで取り組むべき資

源やテーマを決め、自分たちのペースで進めなけれ

ば復興活動は続かない。持続するためには人づくり

や地域づくりの視点も欠かせない。いかに住民の行

動を生み出すか、そのためのサポートを考えていく

必要がある。 

 
 

●「何を伝えるか」から「どう伝えるか」へ 

小林郁雄（阪神大震災復興市民まちづくり支援

ネットワーク世話人） 

阪神・淡路大震災では「市民主体の復興まちづく

り」とその主役である「まちづくり協議会」に注目

して欲しい。地権者、居住者、自営業者などが主体

となって、建物の共同化や再建、街並み再生への調

整、住民の意向を行政に提案するなど、復興の大き

な力となった。こうした市民主体のまちづくりの仕

組みを形成しておくことが最大の防災になる。 

復興は複雑で伝えにくいことも多い。被災を風化

させず、また知見を継承するためにも、「交流」関

係を維持・形成することが必要だ。神戸では JAZZ

でニューオリンズと交流しているが、これからは

「何を伝えるか」だけでなく、「どう伝えるか」を

考えることも重要だ。 
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●基金の終了を見据えた支援体制づくりが課題 

稲垣文彦（中越復興市民会議代表） 

中越では「持続可能性の獲得」を目標に、現在 61

の集落・地区が「復興デザイン計画」を策定し、住

民主体の復興の地域づくりを進めている。地域の資

源や文化に注目することで、住民は誇りや地域への

愛着、やる気を取り戻す。これが復興の推進力にな

っている。 

神戸や台湾同様に、中間支援組織と復興基金が被

災地支援に大きな役割を果たしている。５年後に復

興基金が終了するが、その後に持続的な復興活動を

どうサポートしていくかが課題となりつつある。官

民協働の推進、新たな財源や支援の仕組み作り、世

代を超えた継承や都市住民との交流拡大など、取り

組むべきことは多い。 

 

●高齢化を乗り越える地域づくりが重要 

森 民夫（長岡市長） 

中越では元気な高齢者が多く、復興活動に取り組

んでいる。しかし持続可能な地域づくりのためには、

進行する過疎高齢化を乗り越えていかなければな

らない。 

都市や地域外との交流を拡大し、若い世代を被災

地に呼び込むことが必要だ。行政はそのためのきっ

かけや環境を整備することが役割となる。より直接

的な支援を担う NPO や中間支援組織と連携を密にし

て、被災地をしっかりと支えていきたい。 

中越の被災地が持続できるかどうかは断言でき

ない。しかし顔の見える交流の仕組みができれば、

活力が高まり、持続可能性も大きくなるのではない

か。 

 
 

●高齢化を乗り越える地域づくりが重要 

室崎益輝（コーディネーター、日本災害復興学

会会長、関西学院大学教授） 

復興には「やる気」や「誇り」「勇気」など、心

を動かすための「ヒューマンウェア」が重要なこと

がわかった。また文化や自然などの地域資源を活用

した交流拡大や、地域が状況に応じて使える自由度

の高い復興資金の確保などの課題も明らかになっ

た。 

２つの重要なキーワードがある。「交流」そして「東

アジアの復興モデル」だ。神戸、集集、中越、四川

がつながることで、住民主体の復興活動が展開され

進化してきた。それぞれの経験を分析し、手法や政

策を検討することで、アジアの被災地で導入できる

持続可能な地域づくりのモデル開発が可能となる。

今後の持続的な交流や取り組みが期待される。 

 




